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平成27年度決算は不認定

さいたま偵察ヘリ（ドローン）運用開始

浦和区役所が
仮配置棟に移転します
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2
3首都直下地震への対応を想定し、総務省からさいたま市

と千葉市に無償貸与されているもので10月1日から運用
開始。市内災害や緊急消防援助隊に活用される。

1.総合周産期医療（ハイリスクの妊産婦、ハイリスクの赤ちゃんへ
　の対応）が可能な高機能の病院。県内2件目。
2.高度小児救急が充実、など。

　新病院の外来診療開始日は、小児医療センターは1月5日、
さいたま赤十字病院は1月4日。

　岩槻区の小児医療センターとさいたま赤十字病院が
さいたま新都心に移転した新病院が完成します。
　新病院の主な特徴は、 平成27年度決算は不認定

迅速な課題への対応を

県立小児医療センター・
さいたま赤十字病院が完成

　暦の上では冬となり、朝晩の冷え込みも本格化してまいりましたが、
皆様におかれましては、お風邪など引かれていないでしょうか。リオ
デジャネイロオリンピック・パラリンピックの余韻も冷めやらぬ中、
スポーツの秋、芸術の秋、食の秋など、皆様それぞれの秋をお過ごしの
ことと思います。
　さて、さいたま市議会では9月7日に開会した9月定例会が、11月4日
に閉会いたしました。9月定例会においては、平成27年度決算議案が
審査されましたが、不認定となりました（詳細中面）。トリエンナーレ関
係部署の残業時間の長さが大きな課題として指摘された結果です。当
該部門だけでなく、予算・決算作業にかかわる財政担当など、恒常的に
長時間残業が続いているところには、改善の必要があります。業務に
応じた人員の適正配置を行うとともに、業務や事業のスクラップ＆ビ
ルドや、役所が担う事業と外部に任せるべきものとを、しっかりと判
断していくことが重要です。大事なことは、決算審査での様々な指摘
事項を、次年度以降にきちんと反映していくことです。今後とも、しっ
かりと議論をしていく必要があります。
　これから日に日に寒さが増してくるかと思います。皆様方におかれ
ましては、どうかご自愛くださいますよう、お祈り申し上げます。
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リレー・フォー・ライフ・ジャパンさいたま

浦和区民まつり チャリティー音楽会

防災訓練

領家

1 4平成27年度決算は、不認定となりました。示された課題を
しっかりと今後に生かす取り組みが重要です。特定の係の残
業時間が大きな問題として取り上げられました（詳細中面）。

さいたまトリエンナーレ2016開幕
3年に1度の開催となる国際芸術祭が
市内各地で開催中。12月11日（日）まで。
詳しくは、

本庁舎の耐震補強工事のため平成29年1月4日より
移転となります。現在の本庁舎の北側になります。
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さいたま市平成27年度一般会計決算報告

● さいたま市誕生以来、最大であった前年度に次ぐ決算規模
● 実質収支は、連続して黒字を達成
● 市税収入は、前年度比＋7億2千万円、0.3％増
● 市債は、前年度比－118億93百万円、22.0％減　

① 予算現額
② 歳入決算額
③ 歳出決算額
④ 歳入歳出差引額（② ー ③）
⑤ 翌年度へ繰り越すべき財源
⑥ 実質収支額（④ ー ⑤）
⑦ 前年度実質収支額
⑧ 単年度収支額（⑥ ー ⑦）
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歳出
4,479億円
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Q 市の負担で資格取得した防災士が十分に活動できていない実態がある。
今後の取得支援のあり方とともに、活用について再検討が必要ではないのか？

歳入
4,585億円

市税
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61.5%

諸収入
繰越金その他

7.0%

国庫
支出金

16.4%

38.5%

2.5%

市債

9.2%

県支出金

3.9%

その他

4.5%

民生費

39.4%

土木費
公債費

総務費

15.3%

686億円

1,765億円

455億円

453億円

357億円
自主
財源

2,819
億円

2,259
億円

依存
財源
1,766

億円

衛生費

8.0%

その他

4.6%3.9%

10.2%

消防費

10.1%

教育費
379億円

8.5%

決算委員会の審査から

資格取得に対して1人当た
り約5万円の費用がかかっ

ている。地域防災活動のために、資格取得
者にしっかりとした役割を担っていただ
くことは当然の施策。

道路や公園、
学校など社会
インフラを整備
するための
経費

市政の運営や
選挙費・統計調査
費などに使われ

る費用

学校教育や
社会教育・体育
施設などに
使われる費用

借りたお金
（市債）を返済
する費用

ごみ・汚染処
理や健康対策
などに使わ
れる費用

防災や消火
活動・救急救
命などに使わ
れる費用

預金利子や
宝くじ

などの収入

国が必要だと
認めた事業に対
して国から交付
されるお金

公共施設整備
などの財源と
して調達する
長期の借金

175億円
206
億円206億円

421億円

750億円

319億円
115
億円

2.7%

125
億円

180
億円

地方消費税
交付金

4.5%

207
億円

※区分ごとに切り捨てるため各数値の合計と合計額が一致しません。

※金額については億単位のため差引額等が合わない場合があります。

決算審査の中で、イベント事業担当部署の残業が長
時間に及んでいる点が問題となった。人事委員会か
らも指摘をされている事項でもあり、早急な改善が

求められる。ただし、これは庁内全体での見直しが必要である。人員削減
が方針として進められている中にあって、事業のスクラップ＆ビルドを

1 市で育成した防災士の活用促進

Q 公民館は、生涯学習の施設というだけではなく、災害時には要支援者の
優先避難所などにもなり、果たす使命も変わってきている。高齢者の利
用も多い点も踏まえ、エレベーターや昇降機の設置促進が必要では？

2 エレベーター設置が困難な公民館には
昇降機の設置を

A 部活動指導員は、専門的な技術指導による技能面
での高まりなど、効果が見られる。専門外の担当
をしている顧問にとっても指導を学ぶ機会にも
なっている。総合型地域スポーツクラブの会員数
は、ここ数年で減少傾向にある。部活動の手伝い
をしているところもあるが、団体を維持するので
手いっぱいのところも見られるのが現状である。

3 部活動支援、総合型地域
スポーツクラブの育成支援について

Q コミュニティバス事業のガイドライン見直しにあたって、交通空白地域というエリアに対し
ての事業なのか、移動が困難な人に対する移動手段の確保という事業なのか、見解を問う。

4

5

コミュニティバス事業のあり方について

Q マンション建て替え円滑法には、有害危険マン
ションを市が把握し、是正勧告する制度があ
ったが、法改正により無くなった。管理不全の
マンションに関しては、行政の積極的な関与
が必要で、引き続きの実態把握や適正管理に
ついての支援が必要と考えるが、見解を問う。

マンション適正管理の支援の推進について

進めることが不可欠である。特に、以前から指摘しているが、大きな労力
を伴うイベント事業を役所が抱えるのではなく、主軸を民間などの外部
に担っていただく道筋を、明確に作るべきである。外郭団体の改革やス
ポーツ事業を担うはずのスポーツコミッションの組織強化は、急務と考
える。イベント自体の成長や地域経済の活性化にもつながる。

A 資格取得者の約60％程度の方の活動実態を捉え
ている。今後は、今までに資格取得した方の中
で、地域防災計画の策定事業における講師役な
どを担う人を選抜する予定。自費で資格取得し
た意欲ある方々にも、活動を呼び掛けていく。

A エレベーター設置が物理的に無理な公民館もあ
り、昇降機の設置も有効な手段と考えられる。関
係所管と協議をしながら進めて行きたい。

Q 教員の部活動の負担の軽減や指導内容の充実のために、スポーツ振
興まちづくり計画にもある総合型地域スポーツクラブの育成と、部
活動指導への活用促進に関して問う。

A 鉄道駅から１Km,バス停から300
ｍより外側の交通空白地域のエリ
アの解消を目的としている。

A マンションヒアリング調査は、平成26年度から
実施し、今年度予定を含めて100件となる。昭
和56年以前の旧耐震のマンションはあと100
残っているために平成31年度まで実態調査は
引き続き行う。マンション適正管理の支援につ
いては、積極的に行っていく。

エレベーター設置には約
5,000万円、昇降機なら約

500万円であるなら、費用対効果も考え
て、条件があう所には昇降機の設置を進
める検討も必要。

部活動の指導教員の負担
軽減を図りつつ、地域のス

ポーツ指導者などが部活動の指導を行う
環境づくりを進めるという点において
は、議員提出議案として意見書が可決さ
れている。鋭意努力を求めたい。

事業開始から5年となる現在、目標値であ
る収支率40％をクリアしている路線は

一つもない。一方で、高齢者が増える中で現在路線が通っ
ていない浦和区、大宮区、中央区などの方々からも交通手
段の確保という声が上がっている。バス事業のあり方と
ともにデマンド交通の検討など、対策が求められる。

本市における住宅政策の
検討において、林立するマ

ンションの適正な管理などの問題は重要
な点である。なお、本年度よりマンション
管理支援係が新設されている。

【9月定例会から】
本定例会は、決算議案の他、さいたま市本庁舎耐震補強工事、さいたま
市立中等教育学校整備事業への契約議案などが可決。決算議案は、不
認定となった。

＊決算の不認定とは？
決算は、市長が監査委員の審査に付した上で、議会の議決を受ける。
決算自体には影響がなく不認定という処理になるが、議会が不認定に
した意味は大きい。行政サービスなど住民生活に直接の影響はない。


